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１．実験の目的

実験タイトル 予測情報提供に向けた簡易気象センサー検証

代表事業者
（連絡先）

株式会社新日本コンサルタント

共同参加者 －

【課題】
○異常気象により市街地では浸水が多地点で同時発生し、
リアルタイムで浸水発生状況を把握することが困難

○多地点をカバーする広域的なシステム構築には高度な知識と多大な労力・コストが必要

AI技術を活用し実測水位・雨量に基づく水位予
測システムを開発し省力化・省コスト化に成功

AI技術・富山市センサーネットワーク・簡易気象センサー（雨量・水位）を組み合わせ
多地点水位監視技術の実現可能性を調査
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２．体制（実施体制の組織図等）

実験タイトル 予測情報提供に向けた簡易気象センサー検証

代表事業者
（連絡先）

株式会社新日本コンサルタント

共同参加者 －

㈱新日本コンサルタント
プロジェクト事業本部

ICT事業推進G

センサーメーカー

富山市

全体管理、工事監理、精度検証、AI活用検討

センサー設置・動作検証

フィールド提供、センサーネットワーク環境提供



富山市センサーネットワーク実証実験成果報告書（本編）

3

３．スケジュール

実験タイトル 予測情報提供に向けた簡易気象センサー検証

代表事業者
（連絡先）

株式会社新日本コンサルタント

共同参加者 －

内容 R2.9 R2.10 R2.11 R2.12 R3.1 R3.2

フィールド選定

ネットワーク環境整備
機器設置工事

データ観測
機器動作検証

収集データ精度検証

AI予測活用性評価

成果取りまとめ
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４．実験方法（対象エリア、使用したセンサ、技術等）

実験タイトル 予測情報提供に向けた簡易気象センサー検証

代表事業者
（連絡先）

株式会社新日本コンサルタント

共同参加者 －

評価指標 内容

相関係数 既設計測器を真値として、検証計測器との一致度を判断する。
1に近いほど既設計測機器との相関性が高い。

RMSE 既設計測器を真値として、検証計測器との平均二乗誤差より誤差量を判断する。
0に近いほど誤差が小さく精度が高い。

呉羽丘陵

対象エリア 呉羽地区 ●水位計仕様（超音波式距離センサー） ●雨量計仕様（転倒ます型）

呉羽地区
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４．実験方法（対象エリア、使用したセンサ、技術等）

実験タイトル 予測情報提供に向けた簡易気象センサー検証

代表事業者
（連絡先）

株式会社新日本コンサルタント

共同参加者 －

AI水位予測技術：過去の雨量・水位データから将来の水位を予測する技術
⇒従来の予測技術に対してトータルコスト７割削減を検証済み

高度な知識と多大な労力
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５．実験結果（センサー計測）

実験タイトル 予測情報提供に向けた簡易気象センサー検証

代表事業者
（連絡先）

株式会社新日本コンサルタント

共同参加者 －

既設計測機に対する本検証機の観測精度比較結果
水位計⇒相関係数：0.54 RMSE：6.03 雨量計⇒相関係数：0.29 RMSE：0.26

10
分
間
雨
量(m

m
)

水
位(c

m
)



富山市センサーネットワーク実証実験成果報告書（本編）

7

５．実験結果（センサー計測）

実験タイトル 予測情報提供に向けた簡易気象センサー検証

代表事業者
（連絡先）

株式会社新日本コンサルタント

共同参加者 －

積雪観測について、豪雪に伴う除雪集積地点となり計測不能
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６．効果（AI水位予測技術への活用性検証）

実験タイトル 予測情報提供に向けた簡易気象センサー検証

代表事業者
（連絡先）

株式会社新日本コンサルタント

共同参加者 －

調査期間：2ヶ月（12月～1月）⇒12月観測データを学習し、最大30分先水位予測モデル構築
検証結果：予測モデルに1月観測データを与え評価⇒ 実測の波形を捉えた予測結果を確認

さらなるデータ蓄積で、より実用的な精度（予測時間延長・誤差低減）向上に期待

⇒富山市全域をカバーするセンサーネットワーク内で「多地点水位監視」に活用が可能
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７．まとめ

実験タイトル 予測情報提供に向けた簡易気象センサー検証

代表事業者
（連絡先）

株式会社新日本コンサルタント

共同参加者 －

水防災意識社会構築(多地点水位監視ネットワーク網）への貢献

○住民が自らリスクを察知し主体的に避難できるよう、より実効性のある「住民目線
のソフト対策」構築づくりを目指します。
○行政等が水害リスクに関する心構えを共有し、避難や水防等の事前の計画・体制
構築づくりの支援を目指します。


